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土地改良区等検査実施要綱 

 
制定 平成 12年 8月 22 日（農整第 293号） 改正 平成 18年 5月 23日（農整第 105号） 

改正 平成 23年 3月 30 日（農振第 1096 号） 改正 平成 26年 3月 27日（農村第 949号） 

改正 平成 28年 10月 5日（農振第 948号） 改正 平成 31年 3月 28日（団第 1000号） 

改正 令和 2年 3月 25 日（団第 994号） 改正 令和 3年 3月 18日（団第 761号） 

 

（趣 旨） 

第１ 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号。以下「法」という。）第１３２条（法第   

８４条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、土地改良区及び土地改良区連合

（以下「土地改良区等」という。）について知事が行う検査は、この要綱の定めるところ

による。 

 

（検査の目的） 

第２ 検査は、土地改良区等に、法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款、規約、

管理規程、利水調整規程、土地改良事業計画、換地計画若しくは交換分合計画を遵守さ

せ、もってその健全かつ適正な運営を確保し、土地改良事業の円滑な施行に資すること

を目的として行うものとする。 

 

（検査権の行使） 

第３ 検査は、知事が土地改良区等検査担当職員（以下「検査員」という。）を指定し、行

わせるものとする。 

 

（検査の種類） 

第４ 検査は、定期検査、特別検査及び事後確認検査とする。 

（１）定期検査は、土地改良区等を対象とし、おおむね３年ごとに行う。ただし、知事

が特に必要と認める場合はこの限りでない。 

（２）特別検査は、知事が特に必要があると認めた場合に行う検査とする。 

（３）定期検査及び事後確認検査は、毎年度当初に知事が定める土地改良区等検査計画

に基づいて実施するものとする。 

 

（検査事項） 

第５ 検査は、次の事項の全部又は一部について行うものとする。 

 （１）組織及び運営に関する事項 

 （２）事業に関する事項 

 （３）会計経理に関する事項 

 

（検査の方法） 

第６ 検査は、実地の検査、書面（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）を含む。）の検査又はこれらを組み合わせた方法に  
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より行う。 

また、検査員は、常に職業的懐疑心をもち、かつ十分な注意をもって検査を実施し、

事実の認定、処理の判断及び意見の表明を行うに当たって、常に公正不偏の態度を保持

しなければならない。 

なお、検査員は、検査対象者の業務及び会計が適正であり、かつ、妥当であるかどう

かを判断するに足りる基礎を得るまで、検査を実施しなければならない。 

 

（無通告検査の原則） 

第７ 検査は、あらかじめ通告をしないで行う。ただし、検査の実効性を確保するため必

要があると認められる場合は、この限りでない。 

 

（検査通知書の手交及び身分証明書の提示） 

第８ あらかじめ通告しないで検査を行う場合は、検査員は検査に際して理事その他

の責任者に対し、当該検査に係る検査通知書を手交する。また、検査員は、検査員で

あることを証する身分証明書（別記様式）を提示しなければならない。 

 

（検査の立会い） 

第９ 検査員は、検査に当たっては、理事及びその他の責任者の立会いを得て検査を行わ

なければならない。 

 

（私物検査の制限） 

第 10 検査員は、役員及び職員の私物について、検査を行ってはならない。ただし、検査

上特に必要がある場合において相手方の承諾を得たときは、この限りでない。 

 

（関係者についての調査） 

第 11 検査員は、特に必要がある場合は、組合員、退職した理事等又は職員その他関係者

に対し、任意の説明・答弁又は書面の提出を求めることができる。 

 

（検査員の遵守事項） 

第 12 検査員は、検査を行うに当たって、次の事項を遵守しなければならない。 

 （１）常に品位を保持し、検査に対する信頼を得るよう努めること。 

 （２）正確な資料又は事実に基づいて厳正に行うこと。 

 （３）土地改良区等の業務執行に支障を与えないように配慮するとともに、無用の負担

を負わせないようにすること。 

 （４）検査に当たって知ることができた事項については、その秘密を保持すること。た

だし、告発又は行政処分に係るものは、この限りでない。 

 

（検査講評） 

第 13 検査員は、検査を終了するに際して、役員に対し検査によって明らかになった事項

について講評を行い、役員をして速やかにその欠陥を是正し、その長所を伸長させるよ

うに努めなければならない。 
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（検査結果の報告） 

第 14 検査員は、検査の実施後遅滞なく、当該検査の結果について検査報告書を作成し、

知事に提出しなければならない。 

 

（検査結果の通知） 

第 15 知事は、第１３の検査講評の結果を検査対象土地改良区等に通知するものとする。

ただし、第４に規定する事後確認検査については、この限りではない。 

 

（指導監督部門との連携） 

第16 検査に当たっては、検査対象者を指導・監督する部署等と連携し、事前に指導・監

督面から見た問題点等について十分に把握し、検査に反映させるよう努めなければなら

ない。 

また、知事は、第１５の規定により検査結果を通知したときは、検査対象者に対する

個別の指導監督の実を挙げるため、検査する部署等の長から、その写しを当該検査対象

者を指導・監督する部署等の長に送付させる。 

 

（検査の拒否等に対する措置） 

第 17 検査員は、検査の拒否、妨害、忌避その他重大な事故により検査の実施が困難であ

ると認めたときは、直ちに知事にその旨を報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（その他） 

第 18 この要綱に定めるもののほか、検査の実施に関し必要な事項は、別に定めるものと

する。 
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別記様式（要綱第８） 

 

（表）                 （裏） 

   

 

（注意事項） 

１ この証明書は、検査に当たつて必ず

携行しなければならない。 

２ この証明書は、他人に貸与し、又は譲

渡してはならない。 

３ この証明書を紛失し、若しくは汚損

したとき、又は記載事項に変更があつ

たときは、直ちに知事に届け出て再交

付を受けなければならない。 

４ この証明書は、検査員でなくなつた

ときは、直ちに知事に返納しなければ

ならない。 

 写 真 

第    号  

職 氏名       

年  月  日生  

 上記の者は、土地改良法第 132条第 1

項の規定による検査に従事する者であ

ることを証明する。 

    年  月  日 発行 

有効期間        

年  月  日から  

年  月  日まで  

千葉県知事        □印   

 

 


